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ごあいさつ�

　第９４期事業報告書をお届けするにあたりまして、まずも
って株主各位の平素のご支援に対し心からお礼申しあげ、ご
あいさつを兼ね当期の概要についてご報告申しあげます。�
　当期におけるわが国経済は、輸出の拡大と設備投資の増加
を背景に、企業収益の改善が鮮明になると同時に、最大の懸
案であった不良債権処理も収束に向かい、デフレ脱出の糸口
をつかみましたが、期後半には輸出の伸び悩みもあり、景気
回復も減速懸念を示しました。�
　当社グループの属する業界におきましても、原油価格の高
騰に起因した原材料高の影響を受ける一方、小売段階での消
費価格の低落化傾向により販売価格の改善が進まず、依然と
して厳しい事業環境が続きました。�
　このような状況のもと、当社グループは一昨年４月からス
タートさせた中期経営計画「ニューステージ２１」の２年目
を迎え、事業モデルの革新、新商品の開発と新市場の開拓、
連結企業価値の向上を目指して、経営改革に取り組みました。�
　その結果、当期の連結売上高は、前期に比べ約２９億８千
２百万円増収の６６７億４千８百万円となりましたが、原材料
価格上昇の影響を受け、営業利益は１億４千２百万円減益の
１９億８千１百万円となりました。�
　一方、経常利益では、持分法適用会社の業績向上による投
資利益の増加や金融収支の改善等により前期に比べ３億６百
万円増益の２３億４千万円となり、当期純利益は前期に比べ
６億５千７百万円増益の１８億１千８百万円となりました。�
　なお、単独決算につきましては、売上高は３９５億４千８百
万円、経常利益は５億４千７百万円、当期純利益は１億２千
５百万円となりました。�
　当期の利益配当金につきましては、単独業績は減益となり
ましたが、安定した事業基盤による連結ベースでの増益基調
など、グループ全体の収益状況を勘案し、１株につき前期と
同じく３円とさせていただきましたので、なにとぞ事情ご賢
察のうえ、ご了承賜りますようお願い申しあげます。�

　今後の経済見通しにつきましては、民間部門を中心に景気
浮揚の牽引役を期待させるものの、依然として米国や中国な
ど外需の動向に左右される需要構造に変わりなく、原油価格
の高止まりと相俟って、景気の先行きは懸念材料を抱えてお
ります。�
　当社グループにおきましては、中期経営計画「ニューステ
ージ２１」の最終年度を迎えて、事業構造の改革、開発・品質・
コスト力の強化、全体最適性の追求を基本方針に、グループ
経営構造の抜本的改革に取り組む所存であります。�
　この一環として、平成１８年１月１日をもって当社は会社
分割による持株会社制度に移行いたします。この骨子は、グ
ループの一体性を維持しつつ、「繊維素材・テキスタイル・
製品事業」、「カンバス・産業資材・ゴム事業」、「合繊事
業」、「不動産・ゴルフ事業」の全部門を分社し、当社が純
粋持株会社としてグループの経営戦略・監視機能を担う一方、
各事業会社においては開発から製造・販売までの製販一体に
よる自己責任経営の実践と機動的な事業運営により、競争力
の強化と企業価値の向上を図るものであります。また、この
会社分割に併せて、当社の間接部門の一部を子会社に集約し
て経営効率を高めてまいります。�
　一方、事業分野別の施策につきましては、素材・テキスタ
イル・製品部門において、国内工場の開発体制を強化すると
ともに、自家素材を基点に海外生産基地を活用した製品まで
の一貫生産を拡大させます。また、中国国内で成型インナー
の生産ラインの新設と、生活資材分野におけるかゆみ鎮静化
繊維の製品化を急ぎ、新市場の開拓に努めます。次に、機能
製品部門では、好調な環境・ＩＴ関連向けにフィルター事業
の商品構成の拡充と生産体制の強化を図り、カンバス部門で
は国内および海外工場の最適生産によりシェア拡大を進めま
す。さらに、合繊分野では原綿の開発機能を基盤にして、電
材・医療資材用途向けに不織布事業の戦略的拡大を図り、ゴ
ム部門では海外販売の強化と環境対応品の拡販に努め、利益
の拡大を目指します。�
　また、これらの施策を基本として、コンプライアンス経営
の一層の推進と内部統制に対する取り組みを進めるとともに、
今後さらに情報開示や企業倫理に関する経営体制を強化し、
長期安定的な企業価値の向上を目指してまいりますので、ど
うか株主の皆様には、引き続き倍旧のご支援とご理解を賜り
ますようお願い申しあげます。�
�
　　　平成１７年６月�
               �
　　　　　　　　取締役社長 
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決算ハイライト� セグメント別の営業概況�

〈 衣料品・生活資材事業〉�
　繊維素材のうち、紡績糸は開発品をはじめ、多品種・小ロット・
短納期対応の体制により商圏の拡大を図ったほか、ブラジル経
済の好況に支えられた海外紡績事業が売上・利益を大幅に伸ば
したため、増収増益となりました。テキスタイルは、国内向け
では暖冬の影響で需要が落ち込み、海外向けでも急激な円高に
より輸出環境が悪化したため減収となりました。�
　製品部門では、子供向けのアパレル事業は堅調に推移し、ニ
ット製品・肌着類も独自の新素材と即納体制を活かし売上を拡
大しました。また布帛製品についても、米国向けに新規商品や
優良顧客の開拓が実を結び、部門全体としては増収となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は２６７億７千７百万円となり、
営業利益は８億５千５百万円となりました。�

〈化合繊・機能資材事業〉�
　化合繊部門のうち、合繊分野は、輸入品が増加するなか、堅
調なＩＴ関連分野などで売上を伸ばしたほか、顧客との共同開
発商品の拡充や製品化を推し進め、増収となりましたが、原料
高騰の影響を受け減益となりました。レーヨン分野は開発品中
心の商品展開に注力しましたが、輸入品の増加に原材料価格の
上昇が重なり減収減益となりました。�
　機能資材部門では、製紙用ドライヤーカンバス関連分野は、
製紙業界の再編に伴う需要の減少等により減収減益となりました。
また、樹脂加工事業が収益に貢献したほか、台風による特需も
あり合繊帆布が販売量を伸ばしました。機能製品では、環境対
応商品の取り組みに加え、ＩＴ関連向けで好調なカートリッジ
フィルターや抗アレルゲン効果を有するフィルターも売上を伸
ばしたため増収増益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は３１２億８千７百万円となり、
営業利益は１０億２千３百万円となりました。�

〈化成品・ゴム事業〉�
　化成品部門では、家庭用ゲーム機は海外移転の影響を受け受
注が大幅に減少しましたが、携帯電話関連は好調に推移したため、
売上は若干増加し利益面でも若干改善しました。�
　ゴム部門では、工業用スポンジは自動車関連や建材関連およ
びウェットスーツ地用途が引き続き堅調に推移しました。また、
今期より軟式野球ボールの販売子会社が連結に加わったことも
あり、当部門では、増収増益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は５２億４千４百万円となり、営
業利益は２千７百万円となりました。�

〈その他事業〉�
　その他事業では、ホテル部門では、九州新幹線の開業効果に
より期の前半は好調に推移しましたが、天候不順や地震の影響
もあり期の後半は低迷し、通期ではほぼ前期並となりました。
また今期からエンジニアリング部門が連結に加わりましたが、
公共工事削減の影響を受けて、収益面では苦戦を強いられました。�
　以上の結果、当事業の売上高は４４億７千１百万円となり、営
業利益は７千４百万円となりました。�
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連結貸借対照表の要旨（平成１７年３月３１日現在）�
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連結キャッシュ・フロー計算書の要旨（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）�
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７８,９０２� ７９,５１７�

当期（９４期）� 前期（９３期）�

７８,９０２� ７９,５１７�

当期（９４期）� 前期（９３期）�

７� ８�

貸借対照表の要旨（平成１７年３月３１日現在）�

（　資　産　の　部　）�
流　動　資　産�

現 金 及 び 預 金 �
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 �
棚 卸 資 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

固　定　資　産�
　有形固定資産�

建 物 �
機 械 装 置 �
土 地 �
そ の 他 �

　無形固定資産�
　投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �
関 係 会 社 株 式 ・ 出 資 金 �
長 期 貸 付 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

繰　延　資　産�

資　　産　　合　　計�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

損益計算書の要旨（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）�

３８,４３４�
３８,４３４�
３７,３４６�
３２,４８２�
４,８６３�
１,０８８�
４４１�
７３９�
７９０�
２６６�
（１４２）�
２５０�
（２１）�
（１２０）�
（－）�
８０６�
△２２９�
５６２�
４７３�
５９０�
１,０６４�

科　　　　　　目�

（　負　債　の　部　）�
流　動　負　債�

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
社 債（１年 以 内 償 還 予 定 ）�
未 払 費 用�
そ の 他 �

固　定　負　債�
社 債 �
長 期 借 入 金 �
預 り 保 証 金 �
再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
関 係 会 社 事 業 損 失引当金 �
そ の 他 �

（　資　本　の　部　）�
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 �
その他有価証券評価差額金�
自 己 株 式 �

負債及び資本合計�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

（５２,９３０）�
２６,２７１�
１,７８０�
７,９１０�
１１,０２８�
３,６００�
２２８�
１,７２４�
２６,６５８�
４,８００�
５,８７２�
３,７４９�
３,２７３�
２,１６８�
６,５０７�
２８７�

（２５,９７２）�
１８,１８１�
１,４３８�
８０６�
４,７８９�
７６３�
△７�

（５２,９１３）�
２５,７３４�
１,９３４�
７,２３４�
１４,０３７�
１,２００�
２１８�
１,１０９�
２７,１７８�
７,９００�
２,４２９�
３,８３６�
３,２７３�
２,３７４�
７,１０１�
２６３�

（２６,６０４）�
１８,１８１�
１,４３８�
１,０９０�
４,７８９�
１,１０８�

△４�

（７８,９０２）�
１９,７５９�
１,４４７�
１０,０８５�
４,２７２�
７７４�
３,２７０�
△９１�

５９,０９１�
２１,９６４�
３,１６３�
１,８２９�
１６,０７４�
８９７�
３１�

３７,０９５�
３,０８９�
１５,３０２�
１４,５２３�
３,４９７�
１,０８８�
△４０５�
５１�

（７９,５１７）�
２０,１１１�
２,８９５�
１０,２３９�
４,１１２�
８６２�
２,１３７�
△１３４�
５９,３２８�
２２,１４０�
３,２２２�
１,６３４�
１６,０７４�
１,２０７�
３３�

３７,１５５�
４,０９７�
１３,３３７�
１５,５９６�
３,４８２�
９９７�
△３５５�
７７�

財務諸表（単独）�

３９,５４８�
３９,５４８�
３８,９２８�
３３,８６２�
５,０６６�
６２０�
５６６�
６３９�
５４７�
４５６�
（４５６）�
７８９�
（６９２）�
（－）�
（97）�
２１４�
△２１９�
３０８�
１２５�
６１４�
７３９�

営　業　収　益�
売 上 高 �

営　業　費　用�
売 上 原 価 �
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 �

営　業　利　益�
営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用�

経　常　利　益�
特　別　利　益�

（うち投資有価証券売却益）�
特　別　損　失�

（うち投資有価証券等評価損）�
（うち不動産転売斡旋引当金繰入額）�
（うち関係会社事業損失引当金繰入額）�

税 引 前 当 期 純 利 益 �
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
当 期 純 利 益 �
前 期 繰 越 利 益 �
�当 期 未 処 分 利 益 �

�

�

（単位：円）�

７３９,６１１,３９７�

�

４１,０００,０００�

４０９,５９１,６４１�

２８９,０１９,７５６�

利益処分�

当 期 未 処 分 利 益 �

これを次のとおり処分します。�

利 益 準 備 金�

利 益 配 当 金�
（ １ 株 に つ き３ 円 ）�

次 期 繰 越 利 益�



９� １０�

 平成１７年３月３１日現在�

会社が発行する株式の総数 ２７８，８１１，０００株�

発 行 済 株 式 総 数 １３６，６０５，１５８株�
（注）上記のうち７４,６１１株を自己株式として保有しております。�

当 期 末 株 主 数  １７,８７５名�
�

大　株　主�

連結子法人等は２９社、持分法適用会社は１０社です。�
主な会社は以下のとおりです。�

（注）資本金は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。�
　　　�

カンボウプラス株 式 会 社 �１，０２０� １００．０�

スフ綿・スフ糸の製

造、販売�

製紙用カンバス・合

繊綿・不織布の販売�

ダイワボウレーヨン株式会社�１，２００� １００．０�

綿・化合繊布等の染

色、樹脂防水加工�

ダイワボウアドバンス株式会社� ８０� １００．０� 衣料品の販売�

ダイワボウポリテック株式会社� ５０� １００．０�
合繊綿・不織布・産

業資材の製造�

ダ イワ シ ザ イ 株 式 会 社 � ４５� １００.０�

紡績糸・織物の製造�ダイワボウマテリアルズ株式会社� ５０� １００.０�

大 洋 化 成 株 式 会 社 � ４９０� １００．０�
電気機器組立、レジャ

ー機器の製造、販売�

大 和 紡 観 光 株 式 会 社 � ５０� １００．０� ホ テ ル 業�

共 和 株 式 会 社 �１４８� １００．０� 不 動 産 業�

ＤＡＩＷＡ  ＤＯ  ＢＲＡＳＩＬ�
ＴＥＸＴＩＬ  ＬＴＤＡ.

Ｐ.Ｔ. ダヤニ・ガーメント・インドネシア�
４，９２９�
百万ルピア� ５６．３� 衣料品の縫製�

（出資金）�
１２，０００�
千レアル�

９０．０� 綿 紡 績�

蘇州大和針織服装有限公司�

３，３００�
千ＵＳドル� ８０.０�

産業用織物の製造、

販売�

（出資金）�
５，４９８�
千ＵＳドル�

７６.７� 衣料品の縫製�

ダイワボウ情報システム株式会社�

Ｐ.Ｔ. ダイワボウ・インダストリアル・�
ファブリックス・インドネシア�

９，８９８� ２７.５�
情報処理機器・通信

機器の販売�

株 式 会社オーエム製作所�１，６６０� ２６.２�
工作機械・自動機械の

製造、販売�

６,１０１� ４.５１�

５,０１４� ３.７１�

みずほコーポレート銀行� ４,０８６� ３.０２�

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 � ４,０００� ２.９６�

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 � ４,８０５� ３.５５�

日本 興 亜 損 害 保 険 株 式 会 社 � ３,１７２� ２.３４�

日 本 ト ラ ス テ ィ・ サ ー ビ ス�
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ）� ２,９０４� ２.１５�

株式会社�

Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 �株式会社�

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト �
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ）�

平成１７年３月３１日現在�

株式の状況�

株　　　　主　　　　名� 所有株式数�
（千株）�

議決権比率�
（％）�

重要なグループ会社の状況�

会　　　　社　　　　名� 資本金�
（百万円）�

議決権比率�
　  　 （％）�

主要な事業内容�



役　員�

従業員の状況�

 平成１７年３月３１日現在�

取締役会長 武 藤 治 太�
（代表取締役）　　　　　　　　　　　　�

取締役社長 菅 野 　 肇�
（代表取締役）　　　　　　　　　　　　�

専務取締役 田 村 紀 男�
（代表取締役）　　　　　　　　　　　　�

常務取締役 小 林 武 紀�

常務取締役 阪 口 政 明 �

取　締　役 長 　 裕 美�

取　締　役 北 　 孝 一 �

取　締　役 山 村 芳 郎 �

取　締　役 門 前 英 樹 �

常勤監査役 吉 本 隆 太 郎�

監　査　役 白 木 健 智 �

監　査　役 近 江 紘 一 �

１１� １２�

連 　 結 � ４，４００名�

単 　 独 � ３６９名�

（注）常勤監査役　吉本隆太郎、監査役　近江紘一の両氏は、株式会社の監
査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監
査役であります。�

平成１７年３月３１日現在�

会社の概要�

株 主 メ モ �

創 立 �

資 本 金 �

本 社 �

�

東 京 支 店 �

�

ホームページ
アドレス�

�
�
（〒５４１－００５６）�
�
（〒１０３－００１３）�

�

昭和１６年４月１日�
１８，１８１，６４７，３００円�
大阪市中央区久太郎町３丁目６番８号 御堂筋ダイワビル�
電話（０６）６２８１－２３２５�
東京都中央区日本橋人形町２丁目２６番５号 日通人形町ビル�
電話（０３）４３３２－８２２０�
http://www.daiwabo.co.jp

（お問い合せ先）�

決　　算　　期　３月３１日�
定時株主総会　３月３１日の翌日から３か月以内�
基　　準　　日　３月３１日�

その他必要があるときは、あらかじめ公告して�
定める日�

公告掲載新聞　日本経済新聞�
なお、貸借対照表および損益計算書は、当社ホー
ムページに掲載しております。�
ホームページアドレス　http://www.daiwabo.co.jp/kessan/index.html�

名義書換代理人　ＵＦＪ信託銀行株式会社�
同事務取扱場所　大阪市中央区伏見町３丁目６番３号（〒５４１－８５０２）�
 ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部�
　　　　　　　　電話（通話料無料）０１２０－０９４－７７７�
同　取　次　所　ＵＦＪ信託銀行株式会社　本店・各支店�
　　　　　　　　野村 證 券 株 式 会 社　本店・各支店�

※株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のＵＦＪ信託銀行の電話お
よびインターネットホームページでも２４時間承っております。�

電　話（通話料無料）　０１２０－２４４－４７９（本店証券代行部）�
　　　　　　　　　　　０１２０－６８４－４７９（大阪支店証券代行部）�
ホームページアドレス　http://www.ufjtrustbank.co.jp/�

単元未満株式（１,０００株未満の株式）の買取請求を上
記の名義書換代理人にて受け付けております。なお、
株券等保管振替制度により株券を証券会社等に預
託されている場合には、お取引の証券会社等にお
申し出ください。�
「株券失効制度」が創設され、株券を喪失された
場合の再発行手続きがより簡便となりました。詳
細は名義書換代理人にご照会ください。�
東京・大阪�

単元未満株式�
の 買 取 請 求 �

株券失効制度�

上場証券取引所�



会社分割により純粋持株会社へ移行�

  ダイワボウノイ株式会社�

  ダイワボウプログレス株式会社�

  ノイとは、ドイツ語で「新生」の意味。�

  プログレスとは、英語で「飛躍・前進」の意味。�

  エステートとは、英語で「所有権・財産」の意味。�

  アソシエとは、フランス語で「協力者・仲間」の意味。�

  ポリテックとは、「ポリプロ」と「テクノロジー」の造語。�

  新生ダイワボウ�

  事業の飛躍�

  ポリプロの先端技術�

  グループの財産管理�

  グループのパートナー�

  ダイワボウポリテック株式会社�

  ダイワボウエステート株式会社�

  ダイワボウアソシエ株式会社�

�

  ダイワボウノイ株式会社�

  ダイワボウポリテック株式会社�

  ダイワボウエステート株式会社�  不動産・ゴルフ事業�

  合繊事業�

  ダイワボウプログレス株式会社�
� （旧ダイワシザイ株式会社）�

  繊維素材・テキスタイル・製品事業�

  カンバス・産業資材・ゴム事業�

当社から承継する事業�事 業 会 社 �

　当社は、平成18年1月1日を期日として、全事業部門を

それぞれの事業会社に分割承継し、当社を純粋持株会社

としたグループ経営体制へ移行します。�

　承継する事業は、次のとおりとなっております。�

�

�

�

�

�

�

�

��

　また、当社間接部門の一部を保険事業子会社の大有商

事株式会社に集約し、ダイワボウアソシエ株式会社に社

名を変更してビジネスサポート事業を展開し、当社グルー

プの経営効率を高めてまいります。�

＜社名の由来＞�

トピックス�

１３�


